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「福島県人口ビジョン」【概要】
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「ふくしま創生総合戦略」(令和２～６年度）【概要】
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基本目標１

一人ひとりが輝く社会をつくる（ひ
と）

２ 健やかな暮らしを支える

１ 一人ひとりの希望をかなえる

基本目標４

１ 地域の多様な魅力を発信する

２ ふくしまへ新しい人の流れをつくる

基本目標２

魅力的で安定した仕事をつくる（し
ごと）

１ 活力ある地域産業を支え、育てる

２ 魅力ある農林水産業を展開する

３ 若者の定着・還流につなげる

基本目標３

暮らしの豊かさを実感できる地域を
つくる（暮らし）

１ 安全で安心な暮らしをつくる

２ ゆとりと潤いのある暮らしをつくる

３ 環境に優しい暮らしをつくる

項目 基準値 R2 R3 R４ R5
目標値
（R６）

合計特殊出生率 1.48
（R2)

1.48 1.36 1.27 1.21 1.61

健康寿命

▶男性
71.54歳
(H28)

ー ― ― ― 73.86歳

▶女性
75.05歳
(H28)

ー ― ― ― 76.65歳

ふくしま女性活躍応援
宣言賛同企業・団体数

２４０社
（R2）

240社 276社 357社 366社
数値は毎年度
把握分析する

地域の課題を解決するため
の提言や、社会に貢献する何
らか活動を行った生徒の割合

17.0%
（R2）

17.0% 27.6% 35.1% 36.3% 100%

項目 基準値 R2 R3 R４ R5
目標値
（R６）

安定的な雇用者数
※雇用保険の被保険者数

580,442人
（R2）

580,442人 573,301人 568,014人 562,547人 581,000人

製造品出荷額等
50,890億円
（R元）

47,670億円 51,411億円 ― ― 52,954億円

農業産出額
2,086億円
（R元）

2,116億円 1,913億円 1,970億円 ― 2,191億円

林業産出額
106億円
（R元）

101.2億円 119.5億円 138.9億円 ― 128億円

沿岸漁業生産額
21億円
（R2）

21億円 25億円 35億円 40億円 40億円

項目 基準値 R2 R3 R４ R5
目標値
（R６）

今住んでいる地域が住み
やすいと回答した県民の
割合（意識調査）

70.4％
（R3）

ー 70.4％ 66.9％ 68.3％ 75.5％

公共交通（路線バス・デマ
ンド交通・コミュニティバ
ス）路線（系統）数

858系統
（R2）

858系統 829系統 834系統 817系統
現状維持を
目指す

猪苗代湖のCOD値 1.4mg/l
(R元)

1.4mg/l 1.4mg/l 1.4mg/l 1.4mg/l 1.3mg/l以下

温室効果ガス排出量
（２０１３年度比）

△8.9%
（H30）

△21.3% △18.4% ー ー △22%

項目 基準値 R2 R3 R４ R5
目標値
（R６）

人口の社会増減
△6,278人
（R2）

△6,２７８人 △5,671人 △6,652人 △6,926人 △4,184人

移住世帯数
723世帯
（R2）

723世帯 1,532世帯 1,964世帯 2,437世帯
1,014世帯
※当初設定値

観光客入込数
36,191千人
（R2）

36,191千人 35,454千人 47,687千人 53,923千人 52,000千人

外国人宿泊者数
51,180人
(R2)

51,180人 20,390人 30,950人 179,180人 200,000人

移住を見据えた関係人口
創出数

1,334人
(R2)

1,334人 2,167人 3,020人 4,262人 4,800人

新たな人の流れをつくる（人の流
れ）

３ 地域を担う創造性豊かな人を育てる

指標
達成度

7/１4

※R5
※見込み含む
※目標未設定
指標を除く

指標
達成度

19/３4

※R5
※見込み含む
※目標未設定
指標を除く

指標
達成度

12/30

※R5
※見込み含む

指標
達成度

9/13

※R5
※見込み含む
※目標未設定
指標を除く

基本目標別の指標達成度（令和２年度～令和５年度）
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基本目標１ 一人ひとりが輝く社会をつくる（ひと）

現状・課題

現状・課題を踏まえた今後の取組の方向性

○ 保育所入所希望者に対する待機児童数の割合の低下や、男性の育児休業の取得率（民間（事業所規模
30人以上））が向上するなど、社会全体で子育てを支援する環境づくりが進みつつある。

○ １９９８（平成１０）年をピークとした総人口の減少や高齢化も続いている。
○ 特に、合計特殊出生率、婚姻数、出生数が減少傾向のままであり、少子化に歯止めがかかっていない。
○ 健康寿命は年々延伸傾向にあるものの、全国平均と比較すると低い状況が続いている。
○ 育児・介護休業法の改正により、男性向けの新たな育児休業制度が制定されるなど、社会全体としてワーク・
ライフ・バランスの重要性はさらに増している。

○ 児童・生徒の学力については、全国平均を下回る厳しい状況が続いているほか、学校における探究活動にお
いて、地域課題に対する理解は深まっているものの具体的なアクションを行った生徒はまだ少ない。

○ 出会い、結婚、妊娠、出産、子育てまでの切れ目のない支援を継続して実施していく必要がある。
○ 労働者の雇用に関する取組や仕事と生活の調和に係る環境整備等を行い、女性がますます活躍できる職場
環境など、誰もが安心して働ける雇用環境を整備していく必要がある。

○ 減塩や肥満の解消、食育などを通じ、県民の健康指標の改善を図っていくとともに、高齢者の生きがいづくりの
取組も必要がある。

○ 学力向上の取組を喫緊で進めていくほか、県内出身の学生が卒業後も地域とのつながりが保てるよう、探究活
動において学校と地域の連携を更に深める必要がある。
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基本目標２ 魅力的で安定した仕事をつくる（しごと）

○ 製造品出荷額、農業産出額ともに震災前の水準は回復してきている。
○ 福島イノベーション・コースト構想の重点分野にも関連するが、ロボット、再エネ、医療機器等の関連産業の取組
が進展している。

○ 新規就農者が過去最高を継続しており、林業従事者についても、林業アカデミーふくしまの開講により人材の定着
は進みつつある。

○ 全国と比べると製造品出荷額の伸びは低い。
○ 時代の潮流変化も激しく、中小企業の変化への対応も必要となる。
○ 新規林業就業者は目標に達しておらず、林業の成長産業化も進めなければならない。
○ 安定的な雇用者数の確保が目標値に達しておらず、また、大卒者の県内就職率が目標に達していないなど若者
の県外流出が続いていることから、人手不足感も続いている。

○ 若者の県外流出に歯止めをかけるため、ワークライフバランスの推進、若者への情報発信や働き方も含めた若者
に魅力ある職場環境づくりが必要である。

○ 県内企業の成長産業化を進めるとともに、福島イノベーション・コースト構想関連産業や航空宇宙産業などの次
世代産業への支援を行う必要がある。

○ また、これまでの企業誘致に加え、企業の本社機能移転の推進や、創業支援などチャレンジする方の後押しをし
ていく必要がある。

○ 長期的な農業産出額等の増加に向け、県オリジナル品種等を活用した県産農林水産物のブランド力強化やス
マート農林水産業などの普及等による生産力の強化、GAPの推進など、もうかる農林水産業の実現を図っていく
必要がある。

○ さらに、農林水産事業者の高齢化や人口減少が加速化しており、担い手の確保・育成に注力するとともに、農業
短期大学校や林業アカデミーふくしまでの研修受入等を通じた伴走支援等により、担い手の本県への定着を図っ
ていく必要がある。 5

現状・課題

現状・課題を踏まえた今後の取組の方向性



基本目標３ 暮らしの豊かさを実感できる地域をつくる（暮らし）

○ 国のデジタル田園都市国家構想に係る取組を契機に、県内自治体のスマートシティに係る取組も活発となり、地
域のDXによる価値の創出も進んできている。

○ 再エネ導入量が着実に進んでおり、県内の温室効果ガス排出量は、基準年度（H25年度）より順調に削減
している。

○ 外国人居住人口が増加してきている。
○ モータリゼーションの進展や少子化により公共交通の利用者が減少し、地域公共交通の維持・存続が困難に
なっている。

○ ゴミの一人あたり排出量が全国ワーストなど、循環型社会形成に向けた取組が必要である。
○ 性別役割分担意識など、ジェンダーに関する問題も根強い。
○ 暮らしに関連する県民の意識※が総じて良くない状況にある。
※「今住んでいる地域が住みやすいと回答した県民の割合」、「食品や日用品など、消費生活に関して不安を感
じることなく、安心して暮らしていると回答した県民の割合」 等

○ 市町村との連携を図りながらDXによる県民サービスの利便向上、人口減少下における適応を図っていく必要が
ある。

○ 高齢者や児童生徒など自家用車を利用できない県民の足となる地域公共交通の確保・維持を図っていく必要
がある。

○ 豊かな自然や美しい景観を維持するため、適切に自然環境を保護・保全するとともに、その価値を高め、新しい
魅力の創造につなげる必要がある。

○ 「福島県2050年カーボンニュートラ ル」の実現に向けて、EV導入や省エネ促進のための補助を推進していくととも
に、あらゆる主体と一体となった省エネルギー対策の徹底や再生可能エネルギーの最大限の活用等の地球温
暖化対策にオール福島で取り組んでいく必要がある。

○ 多文化共生社会の実現や、性別役割分担意識の解消に向けた取組が必要である。
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現状・課題

現状・課題を踏まえた今後の取組の方向性



基本目標４ 新たな人の流れをつくる（人の流れ）

○ 本県への移住者数や移住世帯数は過去最多を更新している。
○ ホープツーリズムといった福島ならではの新しい取組が定着しつつある。
○ 人口の社会減は大変厳しい状況が続いており、特に若年層の首都圏への流出に歯止めがかかっていない。
○ インバウンドが回復傾向にあるものの、県内宿泊者数について、新型コロナウイルス感染症流行前の数値までは
回復していない。

○ 若者の意見を踏まえながら、若年層の流出防止に関する対策を強化する必要がある。
○ 移住希望者への丁寧な相談対応や将来的な移住を見据えた関係人口の創出・拡大等により福島県への移
住・定住の促進を図るとともに、首都圏在住の本県出身の若者が福島の魅力を再認識し、移住を意識する機
会づくり等を通じて、Uターンを促進していく必要がある。

○ インバウンド創出に向けた取組を展開するとともに、ツアー商品やコンテンツの造成支援の実施、R8年4月に開催
される「デスティネーションキャンペーン」との連携も図りながら、県全域の周遊・滞在につなげる取組を強化してい
き、福島ならではの観光誘客を促進していく必要がある。
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現状・課題

現状・課題を踏まえた今後の取組の方向性



今後の「地域創生・人口減少対策」に必要な視点

さらに、人口減少が継続することが見込まれる中にあっても、県民一人ひとりが幸せに感じ、持続可
能に暮らすことができる社会のあり方についても、今まで以上に真剣に検討を進めていく時期に来て
いる。
次期「総合戦略」では、人口減少のスピードを緩和する取組に加え、人口減少下の社会にいかに適応
していくか、これまで以上に検討を深めていく必要がある。
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○ 到来する人口減少社会への適応策の検討

○ 「ひと・しごと・暮らし・人の流れ」をつくる取組の継続

○ 若者・女性の視点に立った取組の推進

本県の人口減少の現状分析を踏まえると、人口減少の流れや東京圏への一極集中の流れは継続する。
国立社会保障・人口問題研究所による将来人口推計等の結果によると、本県では今後も人口減少のト
レンドは続く見込みである。
本県として、人口減少対策について確実な成果を出すまでには、どうしても時間を要する状況にある。
県としては、 引き続き、「ひと」「しごと」「暮らし」「人の流れ」の視点に立って、結婚・妊娠・
出産・子育ての切れ目ない支援や健康づくりの推進による「自然減対策」と、産業振興、企業誘致等
による働く場（雇用）の創出や移住定住の促進等による「社会減対策」を両輪として、人口減少のス
ピードを緩やかにする取組を進めていくことが必要である。
また、観光交流の拡大等による関係人口の創出もさらに進めていくことも重要であり、県民の暮らし
のベースとなる教育の充実、魅力的な生活環境、ジェンダー平等など開かれた地域社会づくりも進め
ていかなければならない。

特に、進学期、就職期などに、多くの若者が首都圏や宮城県に転出する本県の人口動態の特徴も踏ま
え、これまで以上に、若者・女性の視点に立って、県民、企業、団体などあらゆる主体と連携・共創
を強めることで、持続可能な福島県づくり、地方創生の推進に効果的・効率的に取り組んでいく必要
がある。



今後の人口減少対策の全体像（イメージ）

人口減少問題

少子化のスピードを緩和する 若者・女性にとっての魅力を高める

あらゆる
影響

国が取り組むべきもの（東京一極集中の是正、子ども医療費の無償化 等 ）

Ⅰ 自然減対策 Ⅱ 社会減対策

Ⅲ 人口減少社会への適応

・デジタルの活用 ・人手不足への対応
・地域公共交通など持続可能な社会システムの検討 等

８ジェンダー平等
（「ジェンダーギャップ」・「固定的な性別役割分担意識」・「性別によるアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）」）

２健康づくり ４移住・定住

７暮らし（住まい・安全・文化・スポーツ 等）

６教育・体験活動

１出会い・結婚・妊娠・出産・子育て ３働く場・働き方

５集い・賑わい

少子化

【県の取組】

若者・
女性流出

両輪

連携・共創EBPM

国、市町村、企業 等データ、ニーズ、市町村の実情 等
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